
個人情報取扱事務の諮問事案書（重要事項の諮問） 

※オンライン結合関係図その他必要な資料を添付すること。 

オンライン結合を行う

事 務 の 名 称 
ふるさと応援寄附金ＰＲ事業 

事 務 の 

所 管 課 等 
広報広聴課 

オンライ

ン結合に

よる取扱 

個人情報 

類 型 ふるさと応援寄附金寄附者 

項 目 名 氏名、住所、電話番号、寄附金額、希望返礼品 

オンライ

ン結合の

概 要 

結 合 の 

当 事 者 名 

広報広聴課、管財課、ポータルサイト事業者（トラストバン

ク、楽天、Yahoo） 

使用回線の

形 態 

 

□ 専用回線(                                         ) 

■ 共用回線(インターネット VPN及びインターネット（SSL）) 

個 人 情 報 

取扱の流れ 

・ポータルサイト利用申込を行う。 

・寄附者がインターネット上から寄附者情報を入力し、ポータ

ルサイト事業者が寄附者管理を行う。 

・広報広聴課、管財課が寄附者情報を随時取得し、入金管理や

返礼品発注管理を行う。 

オンライン結合を行う

理 由 

( 公 益 上 の 必 要 性 ) 

・ふるさと応援寄附金の申込は、ほとんどがポータルサイトか

ら行われる状況にあり、全国の大半の自治体がすでに導入して

いる。 

・寄附者の利便性を考慮すると、ポータルサイト事業者が提供

するサービスを利用することが、最も効率的である。 

安 全 確 保 措 置        

(個人の権利利益を侵

害するおそれがないよ

うにすること) 

・使用回線はインターネットだが、ＶＰＮ設定やＳＳＬ使用に

より、不正アクセス等に対する防衛措置を行う。 

開 始 時 期 平成２７年９月から 

※「使用回線の形態」欄は、回線種類を選択の上、具体的な名称等を( )内に記すこと。 

※「個人情報取扱の流れ」欄は、回線上での個人情報の遣り取りの状況を記すこと。 

※「安全確保措置」欄は、措置の内容や効果を具体的に記すこと。  

第１０条第２項の規定に該当しないオンライン結合諮問用 



  オンライン結合関係図 

※この関係図に代わる既存の資料の添付があれば、作成不要とする。  

オンライン結合を要す

る 事 務 の 名 称 
ふるさと応援寄附金ＰＲ事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注意) 

     は、結合する電子計算機とする。なお、当事者名、電子計算機名称等の参考

情報を付記すること。 

      は、結合による個人情報の流れとする。なお、回線の形態等の参考情報を付記

すること。 

 

別 紙 

寄附者 

個人端末 

ポータルサイト事業者 

サーバ 

インターネット(ＳＳＬ)によ

り、寄附者マイページ内の個人

情報を常時提供 

広報広聴課・管財課 

庁内ネットワーク端末 

・専用のサーバ室を設け、生体認証によ

る入室管理を実施 

・監視カメラを設置 

・外部からの不正侵入を防ぐため、必要

なファイアウォールを設定 

インターネットＶＰＮにより、

利用者情報等の個人情報を常時

提供 


